
１．総　括
⑴ 人件費の状況（普通会計決算）

（注） 1 住基人口は、前年度の１月１日現在の人数である。

2 人件費には、特別職等（三役、議員、各種委員など）に支給される給料、報酬などを含んでいる。

⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1 職員手当には、退職手当を含まない。

2 職員数は、毎年4月1日現在の人数である。

3 平成22年度給与費から、児童手当・子ども手当は人件費に含まない。

4 一人当たり給与費欄（　）は、類似団体の一人当たり給与費の額である。
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平成29年度 13,287 人 14,551,943 千円 142,604 千円 1,242,627 千円

区　　分 住基人口 歳出額 実質収支 人件費

奥出雲町の給与・定員管理等について

人件費率

15,533,836 千円

平成25年度

平成26年度 14,152 人 14,800,376 千円 180,176 千円 1,266,616 千円

平成27年度

14,414 人 15,288,552 千円 237,287 千円 1,219,266 千円

180,844 千円 1,308,328 千円13,875 人

平成24年度 14,589 人 15,736,933 千円 165,152 千円 1,272,152 千円

平成23年度 14,808 人 16,754,770 千円 204,278 千円 1,305,878 千円 7.8 ％

平成22年度 15,146 人 16,868,104 千円 286,441 千円 1,229,922 千円 7.3 ％

平成21年度 15,454 人 16,161,198 千円 312,927 千円 1,244,742 千円 7.7 ％

平成20年度 15,707 人 15,697,831 千円 239,198 千円 1,255,668 千円 8.0 ％

平成19年度 16,023 人 16,511,678 千円 229,435 千円 1,226,205 千円 7.4 ％

7.9 ％

職員手当 期末勤勉手当 計

平成18年度 16,283 人 17,315,294 千円 222,339 千円 1,363,738 千円

一人当たり
給　与　費

平成26年度 136人 491,727千円 64,390千円 170,962千円 727,079千円

平成25年度 136人 458,670千円 61,336千円 158,629千円 678,635千円

平成24年度 138人 481,073千円 62,531千円 155,692千円 699,296千円

平成23年度 130人 460,978千円 59,451千円 155,477千円 675,906千円

平成22年度 129人 453,789千円 62,511千円 154,439千円 670,739千円

平成21年度 128人 464,910千円 66,751千円 163,793千円 695,454千円

平成20年度 129人 466,758千円 52,630千円 176,206千円 695,594千円
5,392千円

(6,022千円）

5,583千円

828,816千円

平成19年度 135人 498,324千円 59,693千円 195,716千円 753,733千円

平成18年度 143人 552,911千円 58,993千円 216,912千円

66,945千円 173,398千円 736,843千円平成27年度 135人 496,500千円

区　　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

給料

平成28年度 136人 488,065千円 65,307千円 170,272千円 723,644千円

平成28年度 13,582 人 15,890,194 千円 198,469 千円 1,256,889 千円

平成29年度 132人 464,517千円 68,880千円 166,941千円 700,338千円
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⑶ ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注） 1

2

3

⑷ 給与制度の総合的見直しの実施状況について

① 給料表の見直し

[　実施　　未実施　]

② 地域手当の見直し

実施内容

③ その他の見直しの内容

２．職員の平均給与月額、初任給等の状況

⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

① 一般行政職員

② 技能労務職員

該当職員なし

③ 医　師

（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を

ラスパイレス指数。

加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正した

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

により算出。）

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）

した指数である。

を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）

－　円　

850,723 円　

894,726 円　

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の
　　　　支給割合の見直し等に取り組むとされている。

328,611 円　

354,922 円　

410,940 円　

328,592 円　

845,980 円　

平均給与月額(国ベース)

　実施内容

区   分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額(国ベース)

平成30年4月1日現在

奥出雲町 42.7 歳 304,638 円 354,683 円　

327,580 円 403,833 円　

国 43.5 歳 329,845 円 －　円　

島 根 県 43.3 歳

類似団体 41.8 歳 303,249 円 346,541 円　

区   分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

平成30年4月1日現在

奥出雲町 55.4 歳 603,740 円 1,401,786 円　

504,548 円 －　円　

島 根 県 44.7 歳 564,808 円 1,461,289 円　

類似団体 48.9 歳 688,178 円 1,394,120 円　

国 51.6 歳

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日
（内容）行政職（一）の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均約２％（最大約４％）引
　　　　下げ。激変緩和のため、５年間（平成３２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を
　　　　実施。また、医療職（二）表及び（三）表についても、一般行政職との均衡を踏まえて、
　　　　同様の見直しを実施。

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。
　（平成２７年４月１日実施）

（実施時期）平成２７年４月１日
（内　　容）国と同様に見直しを実施（奥出雲町内は支給なし）。

92.4 94.9 95.8 93.0 95.3 
96.3 

92.2 
95.5 96.4 

92.6 
95.7 96.4 

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

奥出雲町 類似団体 全国町村平均 

平成27年 

平成28年 

平成29年 

平成30年 (91.6) (93.0) (92.2) (92.6) 

2



④ 薬剤師・医療技術職

⑤ 保健師・助産師・看護師・准看護師

（注） 1 「平均給料月額」とは、各年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

2

⑵ 職員の初任給の状況（平成30年4月1日現在）

⑶ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在）

（注） 1 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいう。

2 ＊印は、当該階層の職員が3人以下のため近似の階層職員を含めた平均額である。なお、近似の階層にも該当が

無い場合は、一印で示している。

３．一般行政職の級別職員数の状況
⑴ 一般行政職の級別職員数の状況（平成30年4月1日現在）

（注） 1 奥出雲町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

－　円　

311,955 円　

平成30年4月1日現在

平成30年4月1日現在

平均給与月額(国ベース)

294,188 円　

平均給与月額(国ベース)

308,637 円　

350,632 円　

区   分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

奥出雲町 38.9 歳 274,883 円 333,404 円　

区   分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

奥出雲町 40.1 歳 294,947 円 343,158 円　

国 47.2 歳 315,014 円 －　円　

島 根 県 34.9 歳 291,750 円 445,711 円　

区 　　　  分 奥出雲町 島　根　県 国

算出している。

類似団体 42.9 歳 297,745 円 346,438 円　

一般行政職
大 学 卒 180,203円　 (1-25) 180,203円　 (1-25) 179,200円　 (1-25)

高 校 卒 147,923円　 (1-05) 147,923円　 (1-05) 147,100円　 (1-05)

薬　剤　師
医療技術職

大 学 卒 186,438円　 (2-01) －

短 大 卒 164,113円　 (1-11) －

－

短大３卒 175,175円　 (1-17) － －

－

保　健　師
大 学 卒 210,371円　 (2-11) － －

短大３卒 198,203円　 (2-05) － －

助　産　師
看　護　師

大 学 卒 210,371円　 (2-11) －

短 大 卒 189,857円　 (2-01) －

－

短大３卒 198,203円　 (2-05) － －

－

准看護師 養成所終了 162,203円　 (1-01) － －

区　　　　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大 学 卒 * 241,712 円 * 281,427 円 * 321,188 円

薬　剤　師
医療技術職

大 学 卒 － － －

短大３卒

－ － －

－ －

高 校 卒 － － －

－ － －

短 大 卒

276,975 円 * 311,273 円

－ － －短 大 卒

准看護師 養成所終了 － － －

保　健　師
助　産　師
看　護　師

大 学 卒 * 322,730 円

短大３卒 254,483 円

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号級の
給料月額

最高号給の
給料月額

1　級 主 事 13 人 10.7 % 143,398 円 248,483 円

2　級 主任主事 23 人 18.9 % 193,779 円 305,501 円

3　級 企 画 員 42 人 34.4 % 230,181 円 351,557 円

4　級 課長補佐 25 人 20.5 % 263,467 円 382,731 円

320,283 円 412,094 円

5　級 課 長 16 人 13.1 % 289,612 円 394,798 円

6　級 課 長 3 人 2.4 %

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当

の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で
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⑵ 国との給料表カーブ比較表
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⑶ 昇給への人事評価の活用状況（奥出雲町）

イ

ロ

４．職員の手当の状況
⑴ 期末・勤勉手当

支給割合 支給割合 支給割合

加算措置の状況 加算措置の状況 加算措置の状況

職務上の段階、職務の級等に 職務上の段階、職務の級等に 職務上の段階、職務の級等に

よる加算 よる加算 よる加算

役職加算　 　5％～10％ 役職加算　　 5％～20％ 役職加算　　 5％～20％

管理職加算　15％～25％ 管理職加算　10％～25％

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

○ 勤勉手当への人事評価の活用状況（奥出雲町）

イ

ロ

⑶ 退職手当（平成30年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当たり平均支給額

（注）退職手当の1人当たりの平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された退職手当の平均額である。

⑷ 地域手当（平成30年4月1日現在）

　活用している昇給区分

1,556千円

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1.70月分

期末手当

奥出雲町 島根県 国

1人当たり平均支給額
　　　　　　　（H29実績）

勤勉手当

1人当たり平均支給額
　　　　　　　（H29実績） －

1,274千円

平成30年4月2日から平成31年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

○

2.40月分 1.65月分 2.40月分 1.65月分 2.60月分

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

4.05月分 4.05月分 4.30月分

自己都合 自己都合 応募認定・定年

奥出雲町

応募認定・定年

国

勤続20年 19.6695月分 勤続20年 19.6695月分 24.586875月分24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 勤続25年 28.0395月分 33.27075月分33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 勤続35年 39.7575月分 47.709月分47.709月分

47.709月分 47.709月分 47.709月分

定年前早期退職特例措置（割増率2～20％） 定年前早期退職特例措置（割増率2～45％）

47.709月分

16,811千円

支給実績（平成29年度決算） 598千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 598千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都（特別区） 20% 1人 20%

一般職員管理職員

○

支給実績が
ある成績率

人事評価を活用している

　活用予定時期

人事評価を実施していない

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

上位、標準、下位の区分 ○

　活用予定時期

平成30年度中における運用

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

(1.45)月分

人事評価を活用している

支給可能
な成績率

○

(2.15)月分

上位、標準、下位の成績率

　活用している成績率

人事評価を実施していない

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準の成績率

(0.80)月分

(2.25)月分

(1.25)月分(0.90)月分

(2.15)月分

(1.25)月分(0.90)月分
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⑸ 特殊勤務手当（平成30年4月1日）

感染症防疫作業従事者手当

医師手当

診療手当

研究手当

分娩手当

麻酔管理手当

放射線業務従事者手当

病理検査従事者手当

夜間看護手当

待機手当

精神障害者措置手当

有害物取扱手当

⑹ 時間外勤務手当

（注）

感染症患者の診療及び看護に従事したとき

                                日額100円

病理検査業務に従事したとき

                                月額1,800円

内容及び支給単価

　　　　　　　　　　　　　　　　日額1,500円　

医師の資格を有する職員

　　　　　　　　　　　　　　　　給料月額の100分の70

医師の資格を有する職員が診療業務に従事したとき

　　　　　　　　　　　　　　　　町長が定める

                      1日につき10,000円を上限

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する業務に従事し
たとき

薬剤師の資格を有する職員が毒薬又は劇薬を使用する業務に従事し
たとき

　　　　　　　　　　　役職に応じて月額45,000円～60,000円

医師及び助産師の資格を有する職員が分娩業務に従事したとき

　　　　　　　　　　勤務時間内10,000円、勤務時間外30,000円

医師の資格を有する職員が麻酔管理業務に従事したとき

                                町長が定める

エックス線その他の放射線を人体に照射する作業に従事したとき

                                日額200円

                               月額3,000円

勤務の一部又は全部が深夜に行われる看護等の業務に従事したとき

               深夜の全部を含む勤務　　　　　　　　7,000円

               深夜の勤務が4時間以上8時間未満　　　3,700円

               深夜の勤務が2時間以上4時間未満　　　2,900円

               深夜の勤務が2時間未満　　　　　　　 2,000円

緊急医療業務対応のため任命権者の命令により待機したとき

平成29年度
支 給 実 績 18,331千円

職員1人当たり平均支給年額 213千円

手　　当　　名

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規定す
る業務に従事したとき

医師の資格を有する職員が医療又は保健衛生に関する調査研究に従
事したとき

感染症診療手当、感染症看護手当

平成26年度
支 給 実 績 12,728千円

職員1人当たり平均支給年額 159千円

181千円

支 給 実 績

                      待機時間に応じて1,200円～2,200円

平成25年度
支 給 実 績 13,730千円

職員1人当たり平均支給年額 171千円

年　　度 区　　　　　分 金　　　　額

15,086千円

職員1人当たり平均支給年額

平成24年度
支 給 実 績 15,407千円

職員1人当たり平均支給年額 164千円

平成23年度
支 給 実 績 14,224千円

職員1人当たり平均支給年額 109千円

平成22年度
支 給 実 績 17,675千円

職員1人当たり平均支給年額 137千円

平成21年度
支 給 実 績 19,569千円

職員1人当たり平均支給年額 210千円

平成20年度
支 給 実 績 9,338千円

職員1人当たり平均支給年額 98千円

平成19年度
支 給 実 績 16,753千円

職員1人当たり平均支給年額 124千円

平成18年度
支 給 実 績 16,204千円

職員1人当たり平均支給年額 113千円

　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成27年度決算）と同じ年度の４月１日現在の
総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤
務職員を含む。

平成28年度

187千円
平成27年度

支 給 実 績 14,792千円

職員1人当たり平均支給年額
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⑺ その他の手当（平成30年4月1日現在）

管理職手当管理又は監督の地位にある職員

　課長　　　　　月額　41,600円

　管理監　　　　月額　32,100円

　課長補佐　　　月額　21,700円

扶養手当 扶養親族のある職員

　配偶者　　　　月額　 6,500円

　子（～満22歳）月額　10,000円

　上記以外の扶養親族

　　　　　　　　月額　 6,500円

　特定期間（満16歳～満22歳）の

　子の加算　　　月額　 5,000円

住居手当 借家・間借居住者

　家賃23,000円以下の場合

　　　　　　　　家賃－12,000円

　家賃23,000円を超える場合

　　(家賃－23,000円)

　　　　　　　 ×1/2＋11,000円

通勤手当 交通機関利用者 月額最高55,000円

交通用具（自動車等）利用者

　2㌔以上月額2,400円～18,400円

５．特別職の報酬等の状況（平成30年4月1日現在)

（参考）類似団体における最高／最低額（H30.4）

883,000円　／　556,500円

703,000円　／　514,400円

326,000円　／　245,000円

269,000円　／　184,000円

245,000円　／　160,000円

（注） 1 給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

2

4,000円～12,000円

手当名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(H29普通会計)

平均支給額
(H29普通会計)

内容及び支給単価

15,825千円 351,666円

同じ － 16,130千円 230,428円

同じ － 3,474千円 231,600円

異なる
交通用具
使用者距
離区分

11,896千円 108,145円

管理職特
別勤務手
当

異なる

平日の午
前0時～5
時に勤務
した場合
の支給額

1,786千円 39,688円

災害への対処その他の臨時又は緊急の必
要等により勤務した管理職員に支給

支給額（勤務1回につき）

（実働時間が6時間を超える場合

6,000円～18,000円）

4,000円）

区　　分 給　料　月　額　等

給
　
料

町　長
675,000円

（750,000円）

副町長
601,400円

（633,000円）

報
　
　
酬

議　長 283,000円

副議長 232,000円

議　員 195,000円

期
末
手
当

町　長
（町長及び副町長）
　6月期　1.50月分　　　12月期　1.60月分　　　計　3.10月分
（議長及び副議長、議員）
　6月期　1.50月分　　　12月期　1.65月分　　　計　3.15月分

副町長

議　長

副議長

議　員

退
職
手
当

町　長 　750,000円×勤続年数×450／100　　　任期毎に支給

副町長 　633,000円×勤続年数×270／100　　　任期毎に支給

退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合

における退職手当の見込み額である。

（平日の午前0時～5時に勤務した場合
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６．職員数の状況
⑴ 部門別職員数の状況と主な増減理由

（注） 1

2

⑵ 年齢別職員構成の状況（平成30年4月1日現在）

⑶ 定員管理の数値目標及び進捗率

定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

【参考】奥出雲町定員管理計画における定員管理の数値目標

122

253

平成30年

23

119

教　　育

一般行政

0

118

14

0

115

16

251

区　　分
職　　員　　数 対前年

主な増減理由
平成30年度 平成29年度 増減数

普

通

会

計

一

般

行

政

議 会 2 2 0

税 務 10 10 0

総 務 40 42 ▲ 2 事務移管、派遣終了

民 生 14 14 0

衛 生 14 16 ▲ 2 会計間の事務移管

労 働 0 0 0

農 林 水 産 19 19 0

商 工 5 4 1 事務移管

土 木 11 11 0

計 115 118 ▲ 3

＜参考＞
　人口1万人当たり職員数89.93人
（類似団体人口1万人当たり
　　　　　　　　　職員数95.20人）

教 育 部 門 16 14 2 事務移管

消 防 部 門 0 0 0

小 計 131 132 ▲ 1

＜参考＞
　人口1万人当たり職員数102.44人
（類似団体人口1万人当たり
　　　　　　　　　職員数112.56人）

公
営
企
業
等

病 院 106 105 1 組織体制強化

水 道 5 5 0

下 水 道 1 1 0

そ の 他 10 8 2 会計間の事務移管

小 計 122 119 3

合　　　計
253 251 2 ＜参考＞

人口1万人当たりの職員数
　　　　　　　　　　197.85人[331] [331]

職員数は一般職に属する職員数である。

[　　　]内は条例定数の合計である。

区分
20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

未満 ～23歳 ～27歳 ～31歳 ～35歳 ～39歳 ～43歳 ～47歳 ～59歳

26

119

以上

職員数
1 9 18 23 25 2019 235

平成27年4月1日

H30
30

～51歳

106 113 115 118

0 0

118

平成26年 平成27年

～55歳

26

45

19 16

平成29年

0

113 114

平成24年 平成25年

250

区   分

消　　防

245

公営企業等会計計

252

16

118

平成27年4月1日
数値目標

1人の純減
252人（▲0.4％）

254総合計

始　　期 終　　期

253

平成32年4月1日

0 0

平成28年

120

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%
5年前の構成比 

構成比 
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７．職員互助会の状況
⑴ 組織及び運営資金

① 組織

② 運営及び資金

⑵ 事業内容

　　死亡見舞金　　　 300万円

　　障害見舞金　1級　300万円、2級　200万円、3級　100万円

（注）　会員の家族とは、被扶養者である者に限ります。

特定健康診査の対象の被扶養者が勤務先等で受診した定期健康診査の結
果を共済組合へ提供し、かつ検査項目が特定健康診査の必須項目をすべ
て満たしているとき図書カードを進呈します。

会員及び会員の家族が出産予定となったとき、月刊育児図書を1年間配
布します。

会員または会員の家族が契約及び協定した施設を利用する場合、その利
用目的に応じ利用券を交付し助成します。

会員及び会員の家族を対象にライフプランの参考となるよう経済・健康
等に関するセミナーを開催します。

各種セミナーを開催します。

会員及びその家族を対象に出会いを応援する企画をホテル白鳥と共同で
開催します。会員については地方公務員４互助会共同の企画も行いま
す。

平成28年度の特定健診の腹囲結果が基準値以上の会員が、平成29年度に
基準値より減少または一定以上改善されたとき図書カードを進呈しま
す。
会員及びその家族が契約するスポーツクラブ施設を利用したとき、会員
価格の提供又は利用料金の一部を助成します。
自治労島根県本部が実施するスポーツ大会に助成します。
会委員が株式会社インサイツ企画の減量キャンペーンに参加したとき助
成します。

会員及び会員の家族が、病気または負傷により療養給付を受けたとき、
支払った医療費が1件につき14,000円を超えた場合は、その超える額を
給付（最高給付額11,000円）します。その年間累計給付額は会員療養・
家族療養費（家族合算）で各々10万円を限度とします。

会員が共済組合から育児休業手当金と介護休業手当金のいずれかの給付
を受けるとき、1件当たり30,000円を助成します。

水震火災等により、会員の住居または家財に7分の1以上3分の1未満の損
害を受けたとき30,000円を給付します。

会員が結婚したとき、50,000円を給付します。

会員がホテル白鳥が定めた内容で結婚披露宴を行ったとき、100,000円
を給付します。

会員が県に届出のある施術所（施術者）で、鍼灸・マッサージを受けた
とき、1回2,000円を限度に助成します。（年度内5回を限度）

会員がPET検診実施医療機関でPET検診を受けたとき、年度内1回に限り
検診費用の2分の1相当額（上限50,000円）を助成します。

退職後1年以内の方が外来人間ドックを受診されたとき、1回に限り受診
費用の一部（10,000円を上限）を助成します。

会員が通信制の禁煙プログラムを用いた禁煙事業に参加したとき助成し
ます。申請に基づき禁煙図書を配布します。

会員及び会員の家族が臨床心理士等の心理カウンセラーによる電話・
Web・面接カウンセリングを受けることができます。

会員及び会員の家族が医療機関でインフルエンザ予防接種を受けたと
き、年度内1回に限り1,000円を限度に負担します。

会員が公務上または通勤により不幸にして死亡または重度の障害となっ
たとき給付します。

被扶養者人間ドック助成

禁煙対策事業

特定健康診査受診促進事
業

メタボ改善対策事業

結婚祝金

ライフプランセミナー

支出額 職員1人当たり平均額

812,000円 6,151円

メンタルヘルス相談事業

災害見舞金

縁結び事業

会員療養費

家族療養費

育児助成金／介護助成金

施設利用助成金

育児図書配布

公務災害見舞金

鍼灸・マッサージ助成金

インフルエンザ予防接種
助成金

人間ドックオプション検
診助成金

人間ドック共同事業費

平成29年度負担金額（普通会計決算）

結婚給付金

ＰＥＴ検診助成金

退職後人間ドック助成

給付等

リフレッシュセミナー

　職員互助会は、島根県市町村共済組合の組合員を会員として、また被扶養者を家族会委員と
して組織運営されています。

資金は、会員の掛金及び町からの負担金であり、負担金は給料月額の1000分の1.50となってい
ます。

共済組合が行う人間ドックの一日外来ドックの費用の一部として10,500
円を負担します。

給付額等

会員の家族が人間ドックを受診されたとき、その健診費用から自己負担
10,000円を控除した額を、助成します。

会員又は会員の家族が、共済組合の人間ドックの健診に併せてオプショ
ン検診を受けたときに助成します。
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